
（平成２４年９月２０日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認岩手地方第三者委員会

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 1 件

厚生年金関係 1 件



                      

岩手厚生年金 事案 997 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得日に

係る記録を昭和 29 年６月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 29年６月 26日から同年７月１日まで 

私の亡き父は、昭和 28 年４月１日にＡ社に入社してから 63 年３月 23 日に

退職するまで同社本店及び同社支店で継続して勤務したが、申立期間の厚生年

金保険被保険者記録が無かった。 

申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の長男が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人の人事記録票（写）、申立人が所持していた在職証

明書及び雇用保険の被保険者記録から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務

し（昭和 29年６月 26日にＡ社本店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ支店の申立人に係る健康保

険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の昭和 29 年７月の記録から１万 2,000 円

とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が

 



                      

 

申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 



                      

岩手厚生年金 事案 998 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 44 年９月１日から同年 12 月 26 日までの船

員保険料を船舶所有者により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人の船舶所有者Ａにおける資格取得日を同年９月１日、資格喪失日を同年

12 月 26 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を２万 6,000 円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年５月２日から同年 12月 26日まで 

私は申立期間において、Ｂ船舶にＣ職として乗船していたが船員保険被保

険者記録が無い。 

船員手帳には申立期間に乗船していた記録があり、同僚の名前も覚えてい

るので、私の船員保険被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する船員手帳及び複数の同僚の供述から、申立人が申立期間にお

いてＢ船舶に乗船していたことが確認できる。 

また、申立人が申立期間においてＢ船舶に一緒に乗船していたと供述している

同僚６人は、資格取得日は異なるものの、船舶所有者Ａにおける船員保険被保険

者であることが確認できる。 

さらに、上記の同僚のうち一人は、「私は昭和 44 年５月２日から申立人と一

緒に同じＣ職として乗船していたが、私の病気をきっかけにして同年９月頃から

は全ての船員が船員保険に加入した。」と供述しているところ、当該同僚を含め

３人の船員保険被保険者資格取得日は昭和 44 年９月１日となっており、船舶所

有者Ａに係る船員保険被保険者名簿によると、同日以降の被保険者数は、申立人

及び同僚が記憶している乗船者数とおおむね一致していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、昭和 44 年９月１日から同年 12 月

 



                      

 

26 日までの期間において、船員保険料を船舶所有者により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、昭和 44年９月から同年 11月までの期間における標準報酬月額について

は、同職種の同僚の同年９月の記録から、２万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る船員保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は既に他界しており、当時の資料等について確認することはできないが、仮

に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、被保

険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会において

も社会保険事務所（当時）が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理

では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所への資格の得喪等に係る

届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る当該期間の

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間にかかる保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 44 年５月２日から同年９月１日までの期間につ

いては、前述の同僚は「昭和 44 年９月頃までは全ての者が船員保険に加入して

いるわけではなかった。」と供述しているところ、当該同僚が保管している船員

手帳によると、雇入れ日は同年５月２日と記載されているが、船員保険の資格取

得日は同年９月１日となっていることが確認できる。 

このほか、当該期間に、申立人の給与から船舶所有者が船員保険料を控除して

いたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が船員保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 44 年５月２日から同年９

月１日までの期間に係る船員保険料を船舶所有者により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 



                      

岩手厚生年金 事案 999 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 27年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 54年 10月２日から 55年７月１日まで 

私は、Ａ団体からの指示により、Ｂ事業所にＣ職として９か月間勤務した。

同事業所に勤務したことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所から提出された「職員履歴書・身上書」及び事務担当者の供述により、

申立人が申立期間において同事業所に嘱託雇用のＣ職として勤務していたことが

確認できる。 

しかしながら、申立人が名前を挙げた当該事業所に後任のＣ職として勤務した

二人について、オンライン記録により確認したところ、一人については同事業所

において厚生年金保険被保険者記録があるものの、もう一人については申立人と

同様に被保険者記録が確認できず、同後任者は「少なくとも自分については、Ｂ

事業所は厚生年金保険加入の手続をしていなかったと考えている。」と供述して

いることから、同事業所では、全てのＣ職を厚生年金保険に加入させていたわけ

ではなかったことがうかがわれる。 

また、申立期間当時の事務担当者は厚生年金保険と雇用保険は同時に加入させ

ていたと供述しているところ、申立期間後の当該事業所における申立人の厚生年

金保険被保険者記録（昭和 59年 10月１日取得から平成５年４月１日喪失まで）

は、雇用保険被保険者記録と符合していることが確認できるが、申立期間につい

ては、雇用保険被保険者記録が確認できない上、厚生年金保険被保険者台帳記号

番号払出簿によれば、申立人の同事業所に係る記号番号は、昭和 59年 10月８日

に同事業所で被保険者資格を取得する際に払い出されており、同払出簿に記載さ

れている資格取得年月日（昭和 59年 10月１日）は、健康保険厚生年金保険被保

 



                      

 

険者原票の記録と一致している。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立

期間において申立人の記録は無く、被保険者の整理番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


